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第１章 序章 

 健康増進の取組を目指すために、情報化社会に生きる高齢者のヘルスリテラシー（健康情報

の収集・理解・活用能力：Health Literacy 以下 HL）の向上を図ることが重要である。そのた

めには、HL の健康習慣に及ぼす影響に関する知見を蓄積することが必要である。なぜならば、

HL の向上・改善が健康習慣の普及・定着に結びつかないとするならば、その社会的な意義が

乏しくなってしまうからである。 

しかし、健康習慣に及ぼす HL の影響に関する研究は日本では少なく、特に高齢者について

は数本しかない。数が少ないものの、文献レビューの結果では、HL が及ぼす健康習慣への影

響は、健康習慣の種類によって異なる可能性があることが示唆されている。本研究の目的は、

高齢者を対象に、数種類の健康習慣を取り上げ、それぞれの健康習慣に対する HL の影響の違

いを分析することである。加えて、その影響が病気の有無によって異なるか否かを検討する。 

最も知られている HL の定義は、Nutbeam が WHO(World Health Organization : 世界保健

機関)のヘルスプロモーション用語集において示したものであり、「良好な健康状態の維持、増

進のために必要となる情報にアクセスし、理解し、活用する個人の意欲や能力を決定づける認

知と社会的スキル」である。本研究においてもこの定義を用いる。   

本研究の仮説の第 1 は、HL の健康習慣に対する直接的な影響は種類によって異なるという

ものである。健康習慣による HL の影響は、健康習慣の種類によって異なり、運動習慣と食習

慣、喫煙習慣では HL による有意な影響が報告されているが、飲酒習慣と BMI に関しては有

意な影響は報告されていない。さらに、健康習慣はライフコースや社会的要因の効果が強いこ

とも明らかにされている。仮説の第２は、病気への罹患が HL の健康習慣への影響を強くする

というものである。「選択的暴露」理論は、個人が関心のある情報を意図的に選択するというも

のである。本研究で着目した HL においても、病気や怪我を経験することが自分の健康への関

心を高め、健康情報を収集・理解・活用しようと努める、すなわち HL の向上に動機づけられ

る結果として、健康習慣の定着が高まる可能性がある。 

 

第２章 研究方法 

2.1 分析データ 

 本研究は、杉澤らが平成 28 年 9 月に行った「シニア世代の生活の軌跡と健康に関する調査」

のデータの二次分析を行った。 

2.2  分析項目 

1) 健康習慣：①適度な運動習慣、②摂取食品の多様性、③適度な飲酒、④非喫煙、⑤適度な体

格で構成した。2) HL：Ishikawa らの尺度を用いた。3）調整変数： 調整変数には、既存の研

究で健康習慣と HL に影響する要因であることが明らかにされている(1)健康、(2)社会階層、

(3)基本属性に関する項目を位置付けた。(1)健康は、有病数、日常生活動作の自立度、うつ傾

向を採用した。(2)社会階層として、学歴、経済的困窮感、収入の項目、 (3)基本属性には年齢

と性別を採用した。 
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2.3 分析方法 

HL の健康習慣に対する直接効果については、①各健康習慣を従属変数に、独立変数に HL、

有病数、調整変数を投入し、ロジスティック回帰分析により行った。有病による修飾効果につ

いては、①の分析モデルにさらに、HL と有病数の交互作用項を投入し、ロジスティック回帰

分析を用いて分析した。 

2.4 研究倫理 

本研究で使用したデータは、ヘルシンキ宣言に則り、研究の目的と内容を書面にて周知した

上で、調査に同意を得られた人のみを対象に行ったものである。調査は桜美林大学研究倫理委

員会の承認（倫理承認コード：15040）を受けて実施された。 

 

第３章 研究結果 

HL と健康習慣に有意な関連がみられたものは適度な運動習慣の 1 項目であり、HL は適度

な運動習慣に有意な正の影響があった。また、HL と有病の交互作用項を分析モデルに入れ、

分析を行った結果を示した。非喫煙については、HL と有病の交互作用項が有意であった。し

かし、この交互作用効果の意味を解釈した結果、仮説を支持するものではなかった。 

 

第 4 章 考察 

本研究は 2 つの仮説の検証を目的として行った。第 1 の仮説は HL の直接的な健康習慣への

影響に関するものである。本研究では、HL と有意な関連があった健康習慣は適度な運動習慣

のみであった。運動習慣との関連を示す報告は多く、本研究でも支持する結果となった。しか

し、本研究では、HL の他の健康習慣に対する有意な影響はみられなかった。運動習慣以外の

健康習慣に HL が有意な影響をもっていなかった理由については、次のように考えることがで

きる。高齢期の食、飲酒、喫煙、BMI については、①高齢期に至るまでのライフコースの中で

形成される、②社会的要因が強く影響する、あるいは、③HL の効果の前提となる当該健康習

慣に関する正しい情報に乏しい、などである。その結果として、心理的要因である HL の影響

が強くあらわれなかったと考えられる。第 2 の仮説についてはそれを支持する結果を得ること

ができなかった。高齢者の場合、病気に罹患することは、先に示したようにライフコース上の

要因、社会的要因などによって健康習慣が十分に定着してこなかった結果であることが少なく

ない。したがって、病気に罹患し、それを契機に HL が高められたとしても、社会的な制約が

大きいことから健康習慣の見直し、改善を図ることが困難であることが考えられる。 

 本研究における限界と今後の課題は次の通りである。第１に HL の尺度の問題である。本研

究で用いた HL は一般的な健康情報の収集、理解、活用の能力を評価している。健康習慣の種

類に特異的な HL の尺度を開発し、その効果を分析することが必要である。第 2 に、分析対象

者における HL の分散が十分に確保されなかった可能性である。本研究で用いた調査データに

ついては、その回収率は 40%程度であり、調査に協力した対象者は、ある特定の特性をもった

高齢者に限定されていることが考えられる。 
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第 5 章 結論 

本研究では、健康習慣の種類によって HL の影響が異なるか否かを検証した結果、HL が適

度な運動習慣のみに有意な影響をもっており、第１の仮説が支持された。有病が多い人で特に

HL が高い場合に健康習慣が促進されるという仮説については、これを支持する結果は得られ

なかった。 
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